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はじめに　市場移行の課題
1991年末のソ連邦の崩壊をうけて、1992年初め、ロシアにおいても市場経済への移行が開始さ
れた。それは、ソ連型の指令システムとよばれた中央集権的計画経済から自由主義的な資本主義市
場経済への移行を目指した、経済システムのラディカルな転形であった。
ところで、ロシアにおける市場移行の過程は、1998年金融危機を節目に顕著に転換した。1992
年から1998年までの B.エリツィン大統領の時代には、GDPは42.3％も下落し、インフレーション
が激しく昂進した。それは、中央集権的計画経済から資本主義市場経済への経済システムの移行に
伴う「転換不況」の時期であった。対照的に、2000年から2007年までの V.プーチン大統領の時代
には、GDPは約80％も上昇し、インフレーションも年率10％程度に落ち着いてきた。市場移行が
一段落して新たな経済制度が徐々に機能するようになり、マクロ経済も相対的に安定した動態を示
すようになったのである（１）。
こうして、市場移行後20年が経過した今日、新たに再生したロシア経済は、21世紀の世界経済
の発展の一翼を担うことが期待される BRICsを構成するものとみなされることになった（２）。
このような状況にある今日、ロシア経済の市場移行の20年を総括する場合、主要なテーマはど
のようなものとして設定されることになるのか。
もとより、経済活動が営まれる基本的な目的は、人びとの物質的・精神的生活がより豊かになる
こと、少なくともそうした生活の貧困状態から脱することであると考えられよう。
歴史的にみると、15世紀末ころから西ヨーロッパ諸国は、自国の財政基盤を確立し拡大すべく
（１）ロシア連邦国家統計局ウェブサイト（http://www.gks.ru）。ロシア連邦国家統計局『ロシア統計年鑑』2002年、279ペー
ジ、2010年、319ページ（露語）。
（２）“Building Better Global Economic BRICs”, Goldman Sachs, Global Economics Paper No.66, 2001. 
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貿易活動を活発化した。その過程で世界市場が形成され、それに関連した各国の経済活動はますま
す活発化し、経済基盤は拡大されていった。それは、市場経済を利用して、貧しい自給自足的な農
村社会から脱却することを目指すものであった。結果的には、西ヨーロッパの国々は、市場経済の
発展を通じてそれまでに比べて著しい経済成長を展開し、近代的な市民社会を構築することになっ
た。
現代における経済システムの転換としての市場経済への移行もまた、国民経済を自立的に再生し、
人びとの経済生活の窮状を打開することを主要な目的としていた。そうだとすれば、市場移行は何
よりもまず、人びとの経済生活上の貧困問題の解決という点に関連して評価される必要がある。す
なわち、経済システムの現実のありようについて考察する場合、とりわけ問われるべきは、人間と
して普通に生きていくことを保障する経済システムであるのか否か、ということになる。
かくして、現代のロシアにおける市場移行、つまり経済システムの転形について、普通の人びと
の貧困問題を、経済システムの存立のための基軸をなす条件に関わる問題として考察することが、
本稿の主要なテーマとなる。
本稿では、第１章ではロシアにおける市場移行の現状を概観する。第２章では、この移行過程の
基軸をなす国有企業の民営化について、第３章では企業と国家の関係について確認する。そして第
４章では新たな労働市場の形成について、第５章では労働者の貧困と社会政策についてみていく。
こうして、経済システムを、人びとの経済生活を保障する「制度」の束としてとらえ、現代ロシ
アにおける市場移行の現状を、旧制度から新制度への経済システムの転形という視点からみていく
ことになろう。
第１章　市場移行の過程
（１）1992年１月から1998年８月まで
ロシアにおいて1992年に開始された市場経済化は、価格、取引、貿易などの「自由化」、国有企
業の私有化や銀行はじめ金融市場の形成などの「民営化」、緊縮財政などの「安定化」という制度
転換を柱としていた。それは、一挙に全面的に制度転換を達成しようとする、「ショック療法」的
政策によるものであった。
1992年１月の価格自由化を皮切りに、市場経済への移行が開始された。石油、ガスなどの資源
エネルギーやパン、牛乳などの食品を除いて、ほぼ全面的な価格自由化が実施された。あわせて、
商業、貿易、為替の自由化も実施された。
市場移行の開始に伴い、生産の急激な縮小とハイパーインフレーションが生じた。1992年の１
年間で、実質 GDPは14.5％下落し、消費者物価は1,526％上昇した。その後、消費者物価上昇率は
しだいに低下していくが、1993年には873％、1994年には307％と、依然として高水準にあった。
他方、1994年10月11日には対ドル為替レートが845ルーブル安の１ドル3,926ルーブルに暴落した
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が、それは前日からの２日間で1,030ルーブルも下落するという、大幅な暴落であった（３）。
こうしたなか、国有企業の民営化が実施された。1992年10月から、額面１万ルーブルの「バウ
チャー」（民営化小切手）が全国民に無償で配布され、1993年から1994年６月にかけて、バウチャ
ーと引き替えに民営化企業の株式が国民に提供された。
1994年10月のルーブル暴落をうけて、第１に、財政の緊縮化が行われた。1994年の財政赤字は
対 GDP比で10.3％であったが、1995年には5.1％に削減された。1994年には財政赤字の３分の２が
中央銀行からの借り入れによって賄われたが、1995年からは国債・有価証券による借り入れに切
り替えられた。第２に、為替安定化のため、1995年７月には実質的なドル・ペッグ制である「コ
リドール制」が導入され、為替変動を目標範囲内に維持することが企図された。1995年12月末の
為替相場は１ドル4,640ルーブルに抑えられた。この過程でインフレーションは収束していく。
1997年の消費者物価上昇率は14.8％にまで低下し、GDP成長率も1.4％とプラスに転じた。マクロ
経済の安定化をうけて、1998年１月には旧1,000ルーブルを新１ルーブルとするデノミネーション
が実施された（４）。
この間、1994年６月にバウチャー民営化は終了し、大規模国有企業の有償での民営化が開始さ
れた。この有償民営化の過程で、国有資産の「払い下げ」ともいわれる「担保民営化」が実施され
た。その結果、少数の大企業に株式が集中し、「オリガルヒ」とよばれる寡頭資本家が生まれるこ
とになった。
1996年の大統領選を境に、財政は再び悪化し始める。1996年には国家短期証券の購入が外国投
資家向けに自由化され、商業銀行が外国からの借入金で短期国債を購入するようになり、財政の外
国依存度が高まっていく。
こうしたなか、1997年夏にアジア通貨危機が発生し、世界市場で石油価格が下落して、ロシア
国債への不安が高まっていった。ロシア政府は国債利回りを大幅に引き上げ、為替市場で大量にド
ルを売ってルーブルを買い支えた。けれども、結局、1998年８月、ルーブルの切り下げ、国債取
引の停止、商業銀行の対外債務支払い猶予など、国家レベルでのデフォルトを宣言することになる。
ロシア経済はまたもや金融危機に陥ったのである。
（２）1998年金融危機以降
1998年にはいると低下し始めたロシアの工業生産は、10月以降は一転して回復基調に入った。
実質 GDP成長率も、1998年の－4.9％から1999年には5.4％へと上昇した。2000年にはロシア経済
はさらに好調さを増す。そうしたなか、対ドル為替レートは金融危機前には6.2ルーブルであった
が、９月には16.1ルーブル、12月には20.7ルーブルに切り下がった。その結果、輸入価格が高騰し、
衣料品や食料品をはじめ国産品への需要が増加して、製造業が息を吹き返した。実質 GDP成長率
（３）ロシア中央銀行ウェブサイト（http://www.cbr.ru）。ロシア連邦国家統計局ウェブサイト。
（４）ロシア中央銀行ウェブサイト。ロシア連邦国家統計局ウェブサイト。
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は10.0％にまで上昇した（５）。
2000年代になると、プーチンは、ビジネス環境を改善してロシア経済を活性化しようと試みる。
それまで不安定で税負担が過大と認識され、脱税が横行していた租税制度の改革を目指した。所得
税率を13％に統一して税制を簡素化し、徴税率は引き上げられた。
この間、石油、天然ガスなど資源価格が世界的に高騰し、原油価格は2008年には1998年の7.4倍
にまで上昇した。それをうけて、原油輸出額は1998年の103億ドルから2008年には1,611億ドルまで
15.6倍に増大し、総輸出額も744億ドルから4,716億ドルまで6.3倍に増加している。他方、貿易黒字
が拡大して為替レートが上昇し、製造業の輸出は減少して、輸入が増大した。こうして、ロシア経
済は「資源依存型」の性格を強めることになる（６）。
さらに、天然ガスの生産・供給に関して独占的な地位を占めるガスプロムの株式について、ロシ
ア連邦政府の株式保有比率が過半数を超えるなど、石油・天然ガス産業の再国有化が進展した。ま
た、航空機やナノテクノロジーなど戦略的産業に関して、100％国有の企業グループである「国家
コーポレーション」が形成されるなど、経済活動への国家の介入の動きが強まっていった。
ところで、ロシアにおける市場移行過程は、その根底をなす制度の転換として、国有企業の民営
化を突破口として展開されるべきものであると表明されていた。
第２章　国有企業の民営化
（１）自生的民営化
現代のロシアにおいて形成された私企業の出発点は、ソ連時代の末期にさかのぼる。この私企業
の形成過程は「自生的民営化」とよばれる（７）。
1985年に開始されたペレストロイカの時期に、多元的な所有関係や雇用関係をもつ企業活動が
法的に認められるようになった。とくに1988年の協同組合法によりコーペラチフという私企業が
認められて、起業家が大量に出現し始めた。
企業の新しい担い手は主として、旧来の国家機関の中から出現した。
第一に、国家機関は再編されて営利化し、企業に生まれ変わった。たとえば、ソ連石油・ガス工
業省は1989年に国家コンツェルンガスプロムに改組され、翌1990年、株式会社になった。重・エ
ネルギー・輸送機械工業省や輸送建設省は民営化され、その他の官庁も新たに企業に改組された。
国有銀行も多くの商業銀行に転身した。また、ヴォルガ自動車工場のように、実験的に民営化され
た国有企業もある。このような場合、官僚の天下りや国家機関からの役員派遣が行われた。
（５）ロシア連邦国家統計局ウェブサイト。ロシア連邦国家統計局『ロシア統計年鑑』2002年、279ページ、2010年、319ペー
ジ。ロシア中央銀行ウェブサイト。ロシア連邦国家統計局『ロシア連邦短期経済指標』2000年各月号（露語）。
（６）ロシア中央銀行ウェブサイト。田畑伸一郎「経済の石油・ガスへの依存」田畑編著『石油・ガスとロシア経済』北海道大
学出版会、2008年、第４章、参照。
（７）民営化の推移については、R.M.ヌレエフ『ロシア－制度発展の特殊性』ノルマ、2009年（露語）、参照。民営化のまとめ
については、同書、134ページ、参照。
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第二に、共産党自体がビジネス組織に変身し、「コムソモール（共産主義青年同盟）経済」とよ
ばれる私企業が生まれた。これは、1986年、共産党により創設された青年科学技術創造センター
が、合弁企業の設立権限を認められ、所得税免除などの特権を与えられて、その活動領域をビジネ
スに特化していったものである。コムソモール経済の規模は1990年には、多様な形態の営利団体
が4,000以上、青年科学技術創造センターが600以上、青年・学生コーペラチフが17,000以上（約
100万人）に達した。そこから、国有企業経営陣とセンター官僚という、新たな２つの有力な経営
者層が生まれることになる（８）。
その際、彼らの成功を支えたのは、国家による合弁企業の設立や特恵的な信用供与という特権で
あった。こうして、国家と利害関係をともにする資本家が出現し、政府と結びついた企業が形成さ
れることになる。
（２）上からの民営化
ロシアにおいて、企業の国有制から私有制への転換は、市場移行の要をなすものと認識された。
それゆえ、国有企業の民営化は、市場移行政策の基軸として位置づけられた。
1991年７月、民営化法が採択された。それをうけて、1992年初めに民営化プログラムが策定さ
れ、民営化の遂行主体としての国家機関が、連邦レベルのみならず地域レベルでも組織され、整備
された。民営化の意志決定機関として国家資産管理委員会が設置され、資産の所有・売却機関とし
て国家資産基金が設立された。なお、国家資産管理委員会は1997年９月、国家資産省に格上げさ
れ、現在では経済発展省のもとに置かれた国家資産管理局となっている。
民営化は企業規模によっても区別された。主として競売で譲渡される場合は「小民営化」、株式
会社化を通じて所有権が移転される場合は「大民営化」とされた。
1992～1994年の初期の民営化は、バウチャーを利用した「大衆民営化」として特徴づけられる。
この３年間で約11万社が民営化された。1995年以降の民営化は、有償による国有資産の売却とし
て特徴づけられる。1995年から2008年までの期間に合計約３万社が民営化された（９）。
民営化の第一段階では、第１に、バウチャーの発行により国有資産が全国民に無償で譲渡された。
バウチャーは国有企業株式を取得する権利証書として、額面１万ルーブルで全国民に交付された。
一般に国民には企業を買い取る資金力がなかったが、この政策は国民の人気取り政策であり、責任
ある所有者を生まないという批判がなされた。第２に、公開での売却よりもむしろ企業内部での申
し込みが利用された。株式会社に転換する際、株式の過半数が優先的に従業員に譲渡されるか、株
式の一部が従業員に無償で譲渡された。第３に、地域政府が独自の民営化政策を行い、連邦の中央
政府と対立することもあった。第４に、国家の影響力が温存され、そのためには、株主総会で拒否
権を行使することのできる権利をもつ「黄金株」も利用された。
（８）溝端佐登史「ロシアにおける民営化と企業経営」林昭ほか編『体制転換と企業経営』ミネルヴァ書房、2001年。溝端佐登
史「ロシアにおける資本形成と再編」『彦根論叢』（滋賀大学）、第359号、2006年。
（９）ロシア連邦国家統計局『ロシア統計年鑑』2009年、356ページ。
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民営化の第二段階では、1995年８月、銀行や企業が政府に貸し付けた資金に対する担保として、
連邦の所有する株式が譲渡されるという、「担保民営化」が実施された。譲渡の対象となったのは、
スルグトネフスチェ、ルクオイル、シダンコなどの石油企業、ノリリスク・ニッケルなどの金属工
業企業、その他の運輸会社など、有力企業あわせて12社であり、外国資本の参加には制限をつけ
て公開の競売が実施された。落札者は政府への融資と引き換えに、担保期間内の保有株数に応じた
発言権をもつ普通株を取得した。結果的には、有力な銀行が株式を取得したり、大企業が自社株を
取得したりした。こうして、担保民営化は国有資産の「払い下げ」として機能するようになり、政
府と結びついた金融・産業企業集団、オリガルヒを形成する契機となった。担保民営化は、ロシア
文化を反映する後れた施策として下院で批判を受け、1997年７月に禁止されることになる。
有償民営化においては、スヴャジインヴェストなど大企業が民営化された。ただし、民営化に対
する国家官僚の抵抗は依然として強く、2008年の時点でも国家コーポレーションの法人化などの
民営化は未完のままであった（10）。
第３章　企業と国家の関係
（１）企業の統合
1990年代のロシアでは、急速に成長した大企業の多くは、「オリガルヒ」と呼ばれる統合ビジネ
ス集団を形成した（11）。
オリガルヒは、財産関係と管理関係で結びついた企業グループであり、1993年から国家・地方
政府の積極的な支援をうけて出現し始めた。当初は銀行グループが中心で、産業グループは限られ
ていた。1998年金融危機の後、担保民営化、破産、公式の金融・産業グループや持ち株会社の創
設によって拡大していく。1997年末にはガスプロム、ルクオイルなどの巨大企業集団を含めて30
～50ほど存在したが、1998年金融危機の後、多様な産業部門を包摂する大企業が形成されるよう
になる。こうして、2000年初めにおよそ25社の大企業があったが、2007年には250社にまで膨張し
た。また、統合ビジネス集団に代わって、より透明性の高い所有関係・市場関係、国際化を特徴と
する会社形態が主要なものになっていった（12）。
その有力なものは以下の会社である。すなわち、ガス企業のガスプロム（国家の持ち株比率が
50％を超え、石油会社ガスプロムネフチ、化学工場シブール、ガスプロムバンクなど有力企業が
含まれる）。石油会社ルクオイル（経営陣が50％以上の株をコントロールし、石油化学会社や電力
会社が含まれる）。石油会社タトネフチ（タタルスタン共和国政府が所有し、石油化学、銀行など
（10）溝端佐登史「ロシアにおける民営化と企業経営」、溝端佐登史「ロシアにおける資本形成と再編」、参照。
（11）ロシアにおける1990年代から2000年代前半期の大企業形成過程については、Ia.パッペ・溝端佐登史『ロシアのビッグビ
ジネス』文理閣、2003年、参照。また、2000年代後半期については、Ia.パッペ・Ia.ガルヒナ『ロシアのビッグビジネス』
GU-VSE、2009年（露語）、参照。
（12）パッペ・ガルヒナ、前掲書、242～271ページ。
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を含む）。銀行を中心とする MDM、鉄鋼会社セヴェルスタリグループ、ノボリペック金属コンビ
ナート、採鉱企業集団メタロインヴェスト、鉄鋼企業エフラスを中心とするエフラス－ミルハウス、
ノリスク・ニッケルなどを包摂するインタロス、ONEKSIMグループ、ウラル採鉱会社、石油会
社 TNK-BPを中心とするレノワ、アルファバンクなどからなるアルファグループ、石油会社バシネ
フチ、テレコ AMTSを中心とするシステマ、国家コーポレーション・ロステフノロギー、である。
（２）企業と政府の関係
ロシアでは市場移行の当初から、企業は政府に対して独占的利益を得る機会を要求し、政府もそ
れに応えることで自らの地位を安泰なものにしようとした。民営化を通じてオリガルヒが形成され
る過程で、企業は政府から利益を引き出すことに成功した。これは企業による「国家捕獲（state
capture）」と呼ばれる。ところが、この関係は、1998年金融危機を経てプーチン政権が成立した後、
逆転することになる。国家は企業の所有権を取得したり、企業に対する影響力を拡大したりした。
こうした事態は国家による「ビジネス捕獲（business capture）」と呼ばれるが、その転換の契機
となったのは2003年のユコス事件である（13）。
石油会社ユコス社は M.ホドルコフスキーを CEOとするオリガルヒである。1988年創設のメテ
ナバンクを母体とし、担保民営化によりユコスの支配株を取得して石油産業が中核となり、2003
年４月にシブネフチと合併して全ロシアの石油産出の３分の１を占めることになる。ところが、７
月に脱税で告発され、10月にはプーチン大統領と政治的に対立したホドルコフスキーが詐欺、横
領、脱税の容疑で逮捕される。CEOは交代し、ユコス株は国家に差し押さえられ、鉱区のライセ
ンスは剥奪された。2004年末、ユコスの原油採掘権の３分の２を保有するユガンスクネフチェガ
スは政府系石油会社ロスネフチに買収され、2005年にシブネフチ株はガスプロムに譲渡された。
その後、企業清算手続きに入ったユコス資産の大部分はロスネフチに買収された。それは、国家に
よる直接的かつ強権的な譲渡であった。
（３）企業の国家化
2000年代の経済成長期には、企業に対する国家の影響力は、企業の所有権を含めて、着実に拡
大していった。ロシアは「国家資本主義」とよばれる特徴をもつようになる（14）。
政府はロシア企業の競争力を高め、外資参入を規制することを目指して、企業管理を強めるべく、
「戦略的産業・企業」を指定する産業政策を行った。2008年金融危機に際して、特定の企業が「シ
ステム形成企業」として国家の援助対象とされた。そこには、高度な技術力、大規模な雇用創出力
をもち、大規模な投資を提供できると認められる、投資軍産複合体、金属工業、連邦構成主体への
主要納税企業、都市形成企業、輸入代替企業など約300社が含まれた。
（13）岩崎一郎・鈴木拓『比較経済分析』ミネルヴァ書房、2010年。
（14）この節で述べる企業の国家化に関する事態については、パッペ・溝端、前掲書、パッペ・ガルヒナ、前掲書、参照。
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国家の影響力は、市場取引による所有権の取得を通じても強められた。たとえば、石油ガス開発
のサハリン２プロジェクトにおいて、その所有権（50％＋１株）はガスプロムによって取得され
た。その際、環境汚染を伴うことが非難されているにもかかわらず、取引は市場価格で行われてい
る。
ところで、2007年には、政府は大規模な「国家コーポレーション」を創設した。国家コーポレ
ーションは国有企業と民間企業との中間物として位置づけられ、特別法に則して設置された。
国家コーポレーションについては、1998年金融危機後、再建法の制定に伴い国家コーポレーシ
ョンとして信用機関再建機構（ARCO）が設立された。それは2003年に廃止され、2004年に預金保
険機構が設立されたが、トップの経営陣はそのまま横滑りしただけであった。この機構は有価証券
への投資収入で経費を賄うことになっている。2008年金融危機の際、銀行救済を行ったが、政府
は2000億ルーブル振り込んだ。さらに、７つの国家コーポレーションが設立され、政府から２兆
6400億ルーブルも取得しているが、非営利団体として位置づけられている。
国家コーポレーションは一般に、資産を保有し、営利機関としての子会社を保有することができ
るとされた。国家コーポレーションには以下の３つのタイプがある。①市場や政府の失敗を補填す
るもの。たとえば、対外経済銀行、ロスナノ。②行政システムの効率性と弾力性を高めるもの。た
とえば、住宅改革促進基金、オリンプストロイ。③戦略部門の競争力と安全保障を高めるもの。た
とえば、ロスアトム、ロステフノロギーがそれである。
対外経済銀行（開発銀行）は、2008年世界経済危機に際して国家の影響力を拡大する経路とな
り、危機打開のための措置を実施した。同行は、大企業の株式を担保にしてその企業の救済・支援
のための資金供給を行い、事実上の国有化を促進していった。その際の資金源泉は、石油ガス収入
から政府に入ってくる安定化基金（国民福祉基金）であり、緊急融資と引き換えに担保株を取得し
たり、また金融機関への資本注入を実施したりした。2008年10月15日付の政府決定で、財務省は
同基金の80％までを株式・債券の取得に振り向けることができるとされた。
こうして、経済危機をむしろ利用しながら、政府は国有資産を拡張していった。その際の経路と
なったのは、対外経済銀行による担保取得、公開市場での買い付け、国家コーポレーションの拡張、
政府系銀行の融資による株式の譲渡、対外経済銀行による融資企業の株式の集中化、銀行の再融資
の枠を用いた国家持ち分の拡大であった。対外経済銀行は、安定した金融システムを構築し、産業
部門への融資を行うための機構をなしている。
第４章　労働市場
（１）不完全就業の拡大
市場移行による転換不況へのロシア企業の対応は、独特のものであった。それは、他の移行諸国
で行われたような雇用の削減ではなく、労働時間を削減したり、無給休暇を与えたりするなど、積
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極的に従業員を不完全雇用下におくことであった（15）。
製造業の一人当たり年間平均労働日数は、ソ連時代の1970～1980年代には約230日であった。そ
れが、市場移行の開始された1992年には213日に減少した。この傾向はその後も継続し、1994年に
は年間労働日数は189日にまで減少している。1990年代の労働日数の減少は、市場移行に伴う不況
による工場の稼動停止に起因するところが大きい。工場の稼動停止と同時に、従業員は無給の強制
休暇に追いやられることになった。1994年には、経営上の理由により、製造業部門の就業者の
36％が無給または一部有給の休暇をよぎなくされ、就業者一人当たりの強制休暇の平均日数は48
日におよんだ。また、1990年代の前半、経営上の理由で無給の強制休暇に入った就業者の数は約
530～850万人、労働時間を削減された就業者の数は約350～730万人に達した（16）。
1998年の金融危機後に経済成長が開始すると、一時的に非正規化されていた就業者数も減少し
ていった。そして2007年には、時短労働にある就業者数は約20万人、無給の強制休暇中の就業者
数は約40万人にまで減少した。しかし、2008年に世界同時不況が始まると、従業員の一時的非正
規化により労働コスト削減を図る企業が再び増大している（17）。
企業側は、企業内の正規の人員を一時的に非正規化することにより、労働コストの削減を達成し
たのである。他方、従業員側は、このような不完全就業による損失を自ら緩和すべく、追加的な仕
事をしたり、自家消費を目的とした個人副業経営（自家菜園）を行ったりして、インフォーマルな
経済活動に精出すことになった。
（２）非正規雇用
ロシアにおいて雇用が高水準で維持されたもう一つの理由として、民法や口約束などによる有期
雇用を企業が積極的に利用したことがあげられる。それは新規従業員の非正規化であり、労働法に
はもとづかないものであった。
ロシアでは、2002年に新たな労働法典が採択されるまで、ソ連時代の1971年に制定された労働
法典が適用されていた。1971年労働法典において、従業員の解雇は厳しく規制されており、企業
にとって解雇のコストは高くついた。そのため、企業側には、労働契約ではなく民法上の契約ある
いは口約束を結ぶことにより、解雇のコストを低く抑えようとするインセンティヴが高まった。
移行当初の1992年から経済成長開始前夜の1998年までの間に、正規雇用は17％減少したが、非
正規雇用は70％増加した。雇用全体に占める非正規雇用の比率（非正規雇用者数）は、1992年に
は2.8％（181万人）であったが、1998年には5.5％（304万人）となり、2002年には7.2％（439万人）
にまで上昇した。ここで特徴的なのは、ロシアにおいて非正規雇用のもとにあるのは、女性よりも
男性が圧倒的に多い、という点である。ロシアでは、移行不況期にも経済成長期にも、非正規雇用
（15）市場移行による人びとの貧困化については、武田友加『現代ロシアの貧困研究』東京大学出版会、2011年、第３章、に詳
しい。
（16）ロシア連邦国家統計局『ロシアにおける労働と雇用』2001年、256ページ、2003年、257ページ、2005年、306ページ（露
語）。
（17）経済分析ヴューロー『ロシアの雇用便覧　1991～2000年』2002年、183-186ページ（露語）。
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者のうち男性が占める比率は60％以上であった。また、非正規雇用のもとにある主要な年齢層は
20～30歳代の若年層であった（18）。
ロシアにおいて、労働コスト削減の手段として非正規雇用を積極的に利用する傾向は、今日も依
然として強いままである。
（３）実質賃金の圧縮
ロシアにおける雇用維持と低い失業率をもたらしたのは、以上の２点だけではなかった。もう一
つの要因として、賃金支払いの遅延が拡大したことと、物価上昇率に連動して賃金が引き上げられ
なかったことがある。
実質賃金は1995年には、1990年の水準の４割程度にまで低下した。1999年にインフレが沈静化
して経済成長が開始されると、実質賃金は持続的に上昇するようになり、2007年に入ってようや
く1990年の賃金水準を回復するにいたった。
ロシア企業が賃金削減の手段として利用した方法として、賃金の未払いや賃金支払いの遅延があ
った。賃金支払いの遅延は、ハイパーインフレや高インフレの持続のもとでは、労働者が受け取る
賃金の大幅な目減りをもたらした。未払いや支払い遅延の代償として、企業が従業員に自社製品な
どを現物支給することも珍しくなかった。賃金支払い遅延額は実質で、1997～98年ころピークに
達し、経済成長が始まった1999年以降、減少し始める。1999年に賃金の支払い遅延を被った労働
者は約2,200万人であったが、2008年には約20万人にまで減少した（19）。
このような実質賃金の大幅な低下は、移行不況による生産の大幅な低下にのみ起因するのではな
い。ハイパーインフレが持続するなか、名目賃金がインフレ率に連動して変動することがなかった。
こうして、ロシアにおいて雇用の維持と失業率の低さをもたらした第三の要因として、実質賃金
の圧縮があったことが確認されよう。
第５章　労働者の貧困と社会政策
（１）労働者の貧困
実質賃金が大幅に削減され、不完全就業や賃金支払い遅延が拡大しても、ロシアでは社会不安は
表面化しなかった。その原因として、一つには、労働組合の性格があげられよう。ソ連時代の労働
組合は労使一体的な性格であったが、体制転換後もそれは変わらず、労使協調的であった。もう一
つには、労使の利害の一致がある。労働者の失業不安は大きく、解雇されるよりも賃金支払い遅延
のほうを望んだ。企業側にとって、それは、労働者を抱え込んだままで労働コストを削減でき、高
い解雇コストを回避できる便利な方法であった。
（18）武田友加「労働市場と社会政策」吉井昌彦・溝端佐登史編『現代ロシア経済論』ミネルヴァ書房、2011年、第６章、参
照。
（19）ロシア連邦国家統計局『ロシア統計年鑑』2002年、165ページ、2010年、163ページ。
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労働者は、追加的な仕事に就き、追加的所得を得ることができた。企業側も、それを妨げること
なく、むしろ奨励する場合さえあった。1989年には全雇用者の13％が主要な仕事以外から収入を
得ていたが、1994～96年には全雇用者の18～21％が追加的仕事に就いていた。もちろん、追加的
収入により、労働者の所得減少の困難は緩和された。けれども、それは実質賃金の大幅な低下を穴
埋めすることはできなかった。結局、1990年に11.4％であった貧困者比率は、1992年には33.5％に
まで急上昇した。また、当時の調査によると、1990年代に常に貧困状態にあった人は調査対象の
7.7％であったが、一度でも貧困に陥ったことのある人は全体の70％近くに達した（20）。
ところで、貧困者を構成する主要な社会的グループは、失業者や年金生活者ではなく、労働者
（「働く貧困者」）であった。それは、失業率が低水準であったこと、実質賃金は大幅に低下したこ
と、年金が物価上昇率に連動して引き上げられたこと、などによってもたらされた。ロシアの「働
く貧困者」の属する主要な職場は国有部門であり、彼らは無給の強制休暇や賃金支払い遅延を強要
されていた人たちであった（21）。
2000年以降、貧困者比率は全国的に持続的に低下し、世界同時不況前夜の2007年には13.3％にま
で低下した。とはいえ、ロシアでは、貧困とまではいかないが貧困ライン近傍にいる人びとが多い。
また、経済成長の過程で地域間の経済格差はさらに拡大していた。世界同時不況の影響を受けて、
貧困者は2009年にはさらに増大している（22）。
（２）失業対策
市場移行に際して、社会政策についても新たな制度の導入や改革が目指された。ここでは、その
うちの失業対策と年金改革をみておこう。まずは失業対策についてである。
ソ連時代、社会主義社会には一般に失業が存在しないという建前のもと、そこでは完全雇用体制
が当たり前のことだというのが公式の見解であった。ペレストロイカの展開過程で、失業の存在が
公認されるようになる。1988年には1971年労働法典に「雇用保障、労働権の実現」の章が追加さ
れ、1991年には住民雇用法（以下、雇用法）が制定された。雇用法の目的の一つは失業者救済で
あり、その運営機関として中央に雇用局、地方に雇用センターが設置された。
この雇用法は、体制転換後のロシアにおいても機能することになる。ロシア連邦国家住民雇用基
金が設立され、失業手当が支給されるようになった。ただし、登録手続きが煩雑で、手当支給額も
小さかった。そのため、技能取得については一定の役割を演じたとしても、失業登録のインセンテ
ィヴは弱く、失業者の救済措置としては十分機能しているとはいえない（23）。
（20）ロシア連邦国家統計局『ロシア統計年鑑』2002年、171ページ。
（21）武田友加『現代ロシアの貧困研究』東京大学出版会、2011年、第４章。
（22）ロシア連邦国家統計局『ロシア統計年鑑』2010年、171ページ。
（23）武田友加「労働市場と社会政策」吉井昌彦・溝端佐登史編著『現代ロシア経済論』ミネルヴァ書房、2011年、第６章、参
照。
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（３）年金改革
ソ連時代にも、国家年金法にもとづく年金制度は存在していた。ペレストロイカの時期からソー
シャル・セーフティネットの再構築が進められ、1990年にはロシア国家年金法が制定された。こ
の年金法のもと、労働者の年金基金とコルホーズ成員の年金基金が一本化され、ロシア連邦年金基
金が設立された。連邦年金基金は連邦予算外の基金であり、年金基金の財源は連邦予算への全面的
な依存から脱却することになった（24）。
2001年12月、1990年国家年金法は廃止され、新年金３法（国家年金保障法、強制年金法、労働
年金法）が施行された。新制度では、従来の賦課方式に加えて新たに積立方式が導入され、強制加
入の年金体系は基礎部分（基礎年金）、保険部分（所得比例年金）、積立部分（積立年金）の３つの
部分から構成された。逆進性をもつ統一社会税が導入され、基礎部分にかかわる財源として連邦予
算に組み込まれた。さらに、2003年の非国家年金基金法の改定により、被保険者の任意で、積立
部分の運用を非国家年金基金（企業年金に相当）に委ねることができるようになった。2003年の
この改定をうけて、民間基金や保険会社の年金市場への参入意欲が高まったが、国民の間では、政
府や金融機関への信頼が低く、民間受託機関への委託希望者は少なかった。
新制度において、老齢年金に関わる新たな点としては、国民皆年金や、老齢年金支給額と現役時
の賃金額との相関を高めることが目指されるようになった。また、年金の基礎部分と保険部分が、
インフレーションに連動することになり、保険部分に関しても、賃金の上昇に連動させて上昇する
こともありうると規定された。
こうして年金改革は本格的に始動した。けれども、必ずしも順調に進んでいるわけではない。た
とえば、年金保険料の一部強制積立は、年金改革の中核をなすものの一つとされたが、早くも
2004年には中年層（1967年以前に生まれた労働者）が除外された。また、年金支給額は小さかっ
たが、年金基金の財政難をうけて、2005年から統一社会税が引き下げられることになった。さら
に、ロシアでも人口の高齢化が進んでおり、就業者の負担が増大している。
年金受給者数に対する就業者数の比、つまり１人の年金受給者を養う就業者の数は、1992年に
は2.01人であったが、2000年には1.68人にまで減少した。その後、この減少傾向はやや回復してい
たが、2.00人を回復することはなく、2008年の1.83人からから再び減少を示している（25）。
おわりに
2008年の世界同時不況をうけて、同年12月にロシア政府は企業による雇用者解雇への法的規制
を遵守するよう、監視を強化する方針を打ち出した。これは、失業者の増大を抑えようとする措置
（24）現代ロシアにおける失業対策については、大津定美・田畑伸一郎『移行経済国の年金改革』西村可明編著、ミネルヴァ書
房、2006年、第８章、参照。
（25）ロシア連邦国家統計局『ロシア統計年鑑』2001年、133・197ページ、2002年、133・198ページ、2010年、131・182ペー
ジ。
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である。ただし、それが厳しすぎると認識されれば、ロシア企業は賃金支払遅延、不完全就業など
といった慣習的な戦略を採用できなくなる。その結果、失業が増大したり、労資関係がインフォー
マル化したりすることになりかねない。
ロシアにおいて、従来は社会の存続という視点から、貧困問題への対応がなされてきた。けれど
も、独裁者プーチン批判が高まりを見せる今日、むしろ人間の尊厳という視点から、幸福の追求と
いう立場から、貧困問題は論じられるべきであろう。それをもってはじめて、市場移行の総括も、
実質的な意味を持つものとみなされることになろう。
本稿においては、現代ロシアにおける資本主義市場経済化の過程で、市場経済を基軸的な経済調
整システムとし、石油関連資源産業を基軸産業とする経済構造と大規模企業グループを中心とした
企業組織構造をもつ国民経済が形成されてきた。そしてそれは、旧来の慣行のもとで、市場経済を
補完する制度としての雇用関係の自由主義的な転形を伴いながら形成されてきたことが、確認され
たわけである。
われわれの次なる課題は、そこで確認された現実を、経済システムの移行を扱う比較経済体制論
の領域において、理論的に検討し整理することである。ロシアにおいて、そして世界において、人
びとにとってより充実した形で生きることのできる社会が構築されるために。
（おかだ　かずひこ・本学経済学部教授）
